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第 1 章 序論 
 
第 1 節 研究背景と目的 
 






ネブラスカ大学リンカーン校の W. B. Walstad は、George Stigler と James Tobin の次のよう
な話を引用している2。 
シカゴ大学の経済学者 George Stigler は、1970 年に Journal of Economic Education で発表
した文章の中で、「公衆は、経済問題において議論と投票を選んだ。従って、唯一の問題は、











ない。国民の全員は、政治・経済と緊密につながり、経済の発展も国民の 1 つ 1 つの意思
決定に左右される。このような時代のもとで求められているのは、基本的な経済素養を身
につけた国民である。経済に関する基本的な見方と考え方は、経済社会の市民にとって不








2 Walstad (2005). 
3 Stigler, George J. (1970). 










































8 岩田 (2007)、pp.31-34。 











































































                                                        
11 浅子他(2008)。 
12 浅子他(2008), 180 頁。 
13 岩田 (2007), 47-51 頁。 
14 近年の国公立大学では、「倫理」と「政治・経済」を「倫政経」と合わせて選択するこ
とが可能になった。 
15 浅野他(2011), 浅野他(2012)。 
16 加納(2005), 加納(2006)。 




は、「全米社会科課程標準(Curriculum Standards for Social Studies)」と、次節で紹介する「経



























経済リテラシーの内容について、アメリカ経済教育協議会（NCEE：National Council on 
Economic Education）26によって出版された 2 つの資料がある。 
                                                        
19 舒健、沈暁敏(2009)。 
20 郭青青(2011)、高佳(2007)。 
21 沈暁敏(1995), (2000), (2002)。 
22 日本の経済教育の目的は、内閣府経済社会総合研究所編 (2005)では、①「合理的な意思
決定を行う個人の育成」、②「実際の経済社会に対する深い理解」、③「政策的課題の検




26 2008 年から CEE（Council for Economic Education）に名称変更となる。 
12 
 
1 つは、NCEE の前身である JCEE（Joint Council on Economic Education; 1993 年まで）に





















高校生に対して実施した29。そのテストは Test of Economic Literacy, 3rd edition（以下、TEL3）












                                                        
27 Saunders, P. (1984). 
28 NCEE (1997). 
29 Walstad (2001). 







その後、2010 年に『スタンダード』が改訂され、『スタンダード 第 2 版』が出版され
た。大幅な修正はなかったものの、「政府の失敗」に関する内容の補足等によって、経済リ
テラシーを測る基準が改善された。それを受けて、経済リテラシーを測るための TEL3 も、





























                                                        
33 William B. Walstad, Ken Rebeck & Roger B. Butters (2013). 




































































第 1 章 序論  
研究背景、研究目的、先行研究、研究方法に触れる。 
第 2 章 中国の高等学校における経済教育の歩み 
本章は、主に文献調査を通じて、19 世紀末から現代まで中国における経済教育の制度
と内容を考察する。 
第 3 章 経済教育に関する中日米比較研究 
本章は、中国・日本・アメリカにおける、経済教育に関する制度・内容・成果の比較
研究を行う。 
第 4 章 経済リテラシーに関する実証研究 
本章は、中国で行った経済リテラシーの調査結果を分析し、経済リテラシーの影響要
因を明らかにする。更に、経済リテラシーと対外認識と関係を分析する。 
第 5 章 終章 
本章は、第 3～4 章の考察した内容と、分析の結果をまとめ、中国の経済教育の特質と
改善策を論じる。 
                                                        
























表 1 社会科教科教育課程の時期区分 
   
建国前 清朝末期、民国初期 1902 年～1921 年 
「新学制」と社会科の誕生 1922 年～1926 年 
国民党と共産党の対立の時期 1927 年～1949 年 
建国後 建国後から文化大革命以前 1950 年～1965 年 
文化大革命期 1966 年～1976 年 
文化大革命以後から 1980 年代まで 1977 年～1989 年 













第 1 節 新中国成立前の中等教育における経済教育の歩み 
 
































                                                        
39 陳青之（1936）『中国教育史（下）』東方出版社、p.549。 
40 資料により、1900 年以前、商業工場計 120 所、資本総額の約 40%を占め、1901 年から














 1840 年から 1911 年までの中国における教育の改革は、主に 1902 年の「壬寅学制」が境













原因について、梁啓超は『時務報』に、「その病の根っこは 3 つある。その 1、科挙の制度
を改革しないかぎり、人材が就学しに来ない。その 2、師範学校を設置しないかぎり、相
                                                        
43 1796 年～1820 年の清朝の年号である。 
44 清朝の官学において、毎月学生の学業を考察するための試験である。 
45 金林祥 編（2013）『中国教育通史（清代巻下）』北京師範大学出版社、p.2。 
46 金林祥 編（2013）p.48。 
47 熊明安（1999）『中国近現代教育改革史』重慶出版社、p.12。 








51 1863 年に設立し、1967 年に「上海広方言館」に改名し、後に江南製造局付属工芸学堂
になる。 














制」が頒布される 20 世紀初頭まで待たなければならない。 
 









あって、合計 6 つの期間に分けている59。後に著名な教育史学家の舒新城は、1936 年に出
版された『近代中国教育史稿選存』の中で「近代中国中学教育小史」を収録し、廖世承の
中学歴史区分を踏まえて、清朝末期・民国初期の中学教育を 8 つの期間に区分できると主
張した。表 2 で示されているように、第 1 期が「中学啓蒙期」（1896～1902）、第 2 期が「学
制の設立期」（1902～1903）、第 3 期が「清朝教育積極的な進行期」（1903～1908）、第 4 期
が「文実文科期」（1909～1911）、第 5 期が「民国教育革新期」（1912～1917）、第 6 期が「職

















業教育重視期」（1917～1921）、第 7 期が「三三制期」（1922～1925）、第 8 期が「四二制期」
（1925～）と説明されている60。また、舒新城のいう「中学啓蒙期」（1896～1902）の前、
1840 年から 1894 年までの期間は、近代中国の中学教育の萌芽期であるという指摘もある61。 
 
表 2 舒新城による近代中国の中学教育の期間区分 
   
中国の中学教育の期間区分 
清朝（1896 年～1911 年） 
1．1896 年～1902 年 
2．1902 年～1903 年 
3．1903 年～1908 年 
4．1909 年～1911 年 
民国（1912 年～1936 年） 
5．1912 年～1917 年 
6．1917 年～1921 年 
7．1922 年～1925 年 

















                                                        
60 舒新城（1936）p.79。 
61 熊明安（1999）p.8。 





















館」と改名する。その学制は、小学校程度の「備斎」が 3 年、中学程度の「正斎」が 6 年
であった。主要科目は、「聖経」、「天道遡源」、「論語」、「天路歴程」、「万国通鑑」、「八線備
旨」、「測絵学」、「地石学」、「格物」が開設された66。また、その他にも、1865 年に設立さ
れた北京の崇実館が 1891 年に中学を増設し、1864 にアメリカ公理会が北京で設立した女
子学校67が 1895 年に中学課程を増設し、1849 年に上海で設立された徐匯公学等、教会小学
から中学に昇格した。 
 宣教師による西洋学制の紹介と比べて、教会学校が 1 段式から 3 段式までの進化は、よ
り具体的に 3 段式の学制体制を中国人に示した。1877 年 5 月の中国キリスト教宣教師大会
の開催によって、各地の教会学校の繋がりがより強くなり、教会学校の拡大と昇格がいっ
そう進んだ。1875 年に、中国の教会学校が合計 800 校まで増加し、学生が約 2 万人に達し
た。その中で、中学が 56 校で全体の 7％占めた。19 世紀末に至ると、中国の教会学校は、




















 19 世紀の 80 年代から、中国の改良派と維新派は、封建社会の伝統的教育体制の革新を
主張しはじめた。その改良派の代表的な人物として鄭観應は、早い段階で中学を含めた 3
段式の学制を提唱した。1884 年に、鄭観應が『盛世危言・考試』の中で、7 歳から 15 歳の
生徒を対象とする初学、15 歳から 21 歳の学生を対象とする中学、21 歳から 26 歳の学生を









新たに設立された新式の中学堂の 2 種類がある。 







表 3 中西学堂二等学堂開設課程 
学年 開設課程 
第 1 学年 英語初学浅言、英語功課書、英字掽法、朗誦書課、数学 
第 2 学年 英文文法、英文字掽法、朗誦書課、翻訳英文、英文尺牘、代数学 
第 3 学年 英文講解文法、各国史鑑、地理学、英文官商尺牘、翻訳英文、代数学 
第 4 学年 各国史鑑、格物書、英文尺牘、翻訳英文、平面量地法 




４年間の課程が設けられ、13～15 歳の学生を募集した。学年ごとに 4 つのクラスに分け、
各クラスが 30 人ずつ配置し、合計 120 人であった。開設された課程は、学年順で表 3 に示
                                                        









袁世凱によって復帰された。1903 年 4 月に、北洋大学堂と改名した74。 
 中西学堂と同じく、盛宣懐によって 1897 年に設立された上海南洋公学は、中国でのはじ





















うに懇願する。京師及び各省府州県に学堂を設立する。府州県学は、12 歳から 20 歳の
民間子弟を選出し、3 年を期限とし。省学は、25 歳以下の諸生79を選出し、3 年を期限と




                                                        
73 金林祥 編（2013）p.191。 
74 現在の天津大学の前身である。 


































行われた。1895 年まで、全国の新式学堂が僅か 20 校であったが、「新政」以後の 1903 年
まで 769 校に一気に増え、1904 年に 4476 所、1905 年に 8277 所に更に増えた90。書院から
学堂への革新は、中国の近代教育史に大きな意義があり、「中国教育の近代化を大きく促進
                                                        




84 舒新城 編（2012）p.41。 
85 王倫信（2002）p.18。 
86 多賀秋（1955）p.124。 
87 中国史学会 編（1957）『戊戌変法』（3）上海人民出版社、p.462。 
88 1901 年 1 月 29 日、西安に逃走中の清朝政府が頒布した「変法」の案を要請する上諭で
ある。（璩鑫圭・唐良炎 编 2006、pp.3-5） 







一気にブームになり、在日中国留学生の人数は、1898 年の 77 人から 1902 年の 727 人に増
え、1904 年に 2557 人に達した92。1902 年に、管学大臣張百煕の推薦によって京師大学堂
総教習に就任した呉汝綸は、張百煕の派遣で日本に赴き、4 カ月間で日本の教育体制を考
察した。この考察の成果として呉汝綸は、『東遊従録』を執筆し、日本の教育体制が詳しく









「壬寅学制」の学堂は、3 段階と 7 級に分けられている。初等教育段階は、蒙学堂と一般
小学堂・高等小学堂の 3 級からなり、6 歳の児童から募集する。中等教育段階は、中学堂
の１級を設置し、16 歳の学生から募集する。高等教育段階は、大学予科・大学堂・大学院















                                                        











年  大学院  
26  








年） 高等実業学堂  16 
20 15 14 






16 11 10 
高等小学堂（3 年） 簡易実業学
堂  9 
13 8 7 
一般小学堂（3 年）  6 
10 5 4 




 「癸卯学制」の普通教育は、概ね 3 段階と 7 級に分けられている。第 1 段階の初等教育
は、正式の学制に含まれない蒙養院が 4 年、初等小学堂が 5 年、高等小学堂が 4 年と規定
されている。第 2 段階の中等教育は、中学堂が 5 年と規定されている。第 3 段階の高等教
育は、高等学堂または大学予科が 3 年、分科大学堂96が 3～4 年、通儒院97が 5 年と規定さ
れている。また、普通教育の他に、師範教育と実業教育機関も設置されていた。「癸卯学制」
の学制系統は、表 5 で示されている。 
  
                                                        












通儒院 5 年  
32 25 












加習科 1 年 
本科 3 年 










員 3 年 
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16 10 9 
師範予




















芸徒学堂（半年から 4年） 3 2 
7 1 








                                                        




























表 6 で示されているように、中等教育の普及が進んで、宣統元年（1909 年）まで全国の




高等教育と比べても、かなりの差があった102。1909 年 5 月 15 日に、ドイツの中学制度を
参考にして、学部が「奏変通中学堂課程分為文科、実科摺」103を上奏し、中学堂において
文科と実科の区別を試みた。しかし、充分な調査と策定を行わずに、単にドイツの学制を















表 6 1907 年～1909 年全国中学堂と学生数統計表 
  年度 
行省  
1907 1908 1909 
学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数 
京師 21 948 20 1258 22 1587 
直隷 31 2039 30 2316 31 2419 
奉天 4 342 3 404 5 505 
吉林 4 331 5 368 5 526 
黒竜江 2 169 1 105 1 156 
山東 19 1050 20 1118 22 1206 
山西 25 1639 26 1425 15 1360 
陝西 13 771 13 799 14 943 
河南 22 1331 13 2036 22 2551 
江寧 11 1126 20 1598 20 1516 
江蘇 12 1473 9 1119 11 1639 
安徽 21 988 22 1533 25 1844 
浙江 32 2025 30 2256 23 2430 
江西 23 1473 29 2070 33 2286 
湖北 17 1391 24 2036 21 2560 
湖南 39 3220 42 3734 47 3992 
四川 52 5356 50 5323 51 5828 
広東 25 2600 27 3058 29 3122 
雲南 12 1231 12 1440 15 1700 
広西 8 458 7 407 7 416 
貴州 1 146 2 293 4 445 
福建 14 1095 13 1163 15 1044 
甘粛 11 477 11 370 11 373 
新疆   1 35 1 21 
合計 419 31682 440 36364 460 40468 
出典：李・戚・銭（2006）p.316。 
 
 1911 年 10 月 10 日に、辛亥革命の勃発によって、数千年以来続いてきた中国の封建社会
が崩壊し、新しい南京臨時政府が成立し、中国は民主共和の時代に入った。1912 年 1 月に、
蔡元培は、新しく成立した教育部の部長に就任し、教育秩序の回復と新しい教育方針の制





定に着手しはじめた。1 月 19 日に、「普通教育暫行弁法」105と「普通教育暫行課程標準」
が頒布され、従来の学堂が学校へ改名し、中学教育の文実分科と「読経講経」科が廃止と
なり、中学の年数を 1 年減らして 4 年とした。 
 1912 年 4 月に、蔡元培は、「関予教育方針的意見」106を発表し、清朝の「教育宗旨」の
中から「忠君」と「尊孔」を削除し、フランス革命の精神「自由、平等、博愛」を求める
公民道徳教育を根本とし、実利教育・軍国民教育・美感教育を加えた新しい「教育宗旨」




高の 3 段階で合計 18 年の教育で構成されている。「壬子・癸丑学制」の系統図は、表 7 で
示されている。初等教育は、初等小学校・高等小学校の 2 級が設置されて、合計 7 年の修
業年限である。中等教育は、中学校の 1 級のみで、4 年の修業年限が設けられている。高
等教育は、同じく 1 級のみで、本科と予科を含めた合計 6～7 年の修業年限が設けられてい
る。普通教育の他に、師範教育と職業教育（実業教育）の課程も設置されている。「癸卯学
制」の中学堂を 1 学年減らして、卒業以後に大学・専門学校・高等師範学校に進学できる。 




全に施す甲種と簡易に施す乙種の 2 種類の学校に分かれ、修業年限がそれぞれ 3 年であっ










































































13~13.9 8 講習所 

















初等小学校 3 2 
6~6.9 1 





























中国でのはじめての近代学校「京師同文館」は、1876 年に 8 年間と 5 年間の課程計画案を
公布し、その計画は以下のように構成されている。 
 
表 8 京師同文館課程計画 
第 1 年 外国語（識字から簡
単な本を読む） 
  
第 2 年 外国語（文法の学習
と翻訳） 
  
第 3 年 翻訳、地理、歴史   
第 4 年 翻訳、算学 第 1 年 算学 
第 5 年 訳書、格致、算学 第 2 年 算学 
第 6 年 訳書、格致、算学、
地理 
第 3 年 格致、化学 
第 7 年 訳書、天文、化学、
万国公法 
第 4 年 天文、地理、格致、
算学 
第 8 年 訳書、天文、地理、
富国策 
第 5 年 天文、地理、万国公
法、富国策 
出典：高時良 編（1992）pp.86-87 から筆者作成。 
  















る。その中学レベルの「正斎」の 6 年間の課程に、最後の 1 学年に「富国策」が開設され
ていた。 
 
表 9 山東登州文会館科学課程表 
備斎 
第 1 年 心算、筆算数学（上） 
第 2 年 筆算数学（中）、地理志略 
第 3 年 筆算数学（下）、重学地理志略 
正斎 
第 1 年 代数備旨 
第 2 年 形学備旨、円錐曲線、万国通鑑 
第 3 年 八線備旨、測絵学、格物、省身指掌 
第 4 年 量地法、航海法、格物、地石学 
第 5 年 代形合参、物理測算、化学、動植物学 














                                                        
111 金林祥 編（2013）p.119。 
112 張登徳（2006）p.100。 














国策』は、「生財」・「用財」・「交易」の 3 巻 3 冊 26 章で構成されている。当時のイギリス
の経済学理論の生産・消費・分配についての概念を詳しく説明し、アダム・スミスからミ
ルに至る古典派経済学の内容を一般人にも理解できるように平易に解説したものとされる。
『富国策』で言及した経済学の一部の内容は、表 10 示されている。 
また、『富国策』の他に、1886 年に海関総税務司の働きによって、宣教師の Joseph Edkins
により翻訳された『富国養民策』がある。その原著は、Jevons, William Stanley (1835-1882), 









                                                        
115 様々の説があるが、神田孝平による「経済小学」の翻訳は、最初に「economy」を「経
済」と訳したという説が有力である（八木紀一郎 1993、p.3）。 
116 邹進文・張家源（2013）「Economy、Economics 中訳考」河北経貿易大学学報 第 34 巻
第 4 期、pp.116-121。 
117 丁韙良（William Alexander Parsons Martin）は、アメリカの宣教師で、60 年以上を渡っ
て中国で暮らした。京師同文館と京師大学堂の総教習として、中国の知識人の中でも高
い人望を持っていた（梁捷 2007、p.135）。 
118 Henry Fawcett、ケンブリッジ大学出身の盲人経済学者、1863 年に Manual of Political 
Economy を出版し、特にミルの経済学理論を推賞していた。「イギリス古典派経済学の
最後尾に位置する経済学者であった」とも言われている（森時彦 2013、p.258）。 










表 10 『富国策』で紹介された一部の経済概念 




第 2 章 論均富之説（社会主義）、論財之自分（生産物の分配）、論地租角逐の道（競
争）、論地租、論工価（賃金）、論郷学以維工価（教育と賃金） 









































表 11 晩清宣教師の経済学訳書 
著訳者 訳書（初版） 原著 概要 














William &R. Chambers: Chambers’ 5 
Educational Course: Political 
Economy, for Use in Schools, and for 







Jevons, William Stanley:  Political 





















Thomas Henry Farter: The State in Its 





























(1899) G. T. Gardner: Political Economy 







Amasa Walker: The Science of Wealth: 









































 1902 年と 1904 にそれぞれ頒布された「壬寅学制」と「癸卯学制」によって、中国での
はじめて近代教育制度が成立した。「癸卯学制」の学制系統につて、既に表 5 で説明したよ
うに、第 2 段階の中等教育としての中学堂は、5 年の修業年限が規定されている。表 12 で
まとめた「癸卯学制」の毎週毎の時間割表が示しているように、主に経済教育と関わる科
                                                        
131 梁啓超（1896）p.1166。 
132 森時彦（2013）p.269。 
133 朱有献 編（1987）p.400。 
134 舒新城 編（2012）p.19。 
38 
 
目「法制経済」は、5 年目に設置され、毎週 3 時限と規定されている。全体の時限数に占
める割合は、約 1.6%で、各科目の中で最も少ない。 
 






























年 1 9 4 8 3 2 4 2 0 0 1 2 36 
第 2
年 1 9 4 8 2 3 4 2 0 0 1 2 36 
第 3
年 1 9 5 8 2 2 4 2 0 0 1 2 36 
第 4
年 1 9 3 6 2 2 4 2 4 0 1 2 36 
第 5
年 1 9 3 6 2 2 4 0 4 3 0 2 36 




「奏定中学堂章程」135の「学科程度章第二」の第 1 節は、以下のように規定されている。 
 


























た。表 13 で示されているように、19 世紀末からの日本留学のブームの影響で、経済教科
書の翻訳も欧米から日本へ変化している傾向が見られる。 
 
表 13 清末の中学経済学教科書 
書名 著者 出版時
間 出版社 
経済教科書 和田坦謙三 1902 広智書局 
普通経済学教科書 王宰善 1903 教科書訳輯社 
最新中学教科書計
学 ロリン（米）著、奚若訳述、徐仁鏡校 1906 商務印書館 
経済学教科書釈義 均益図書公司輯 1907 均益図書公司 



















                                                        
137 璩鑫圭・唐良炎（2006）pp.334。 























は、ほとんどの学堂が開設されている。一方、「法制」を開設したのは 14 校の中で 3 校だ










人で、全体の 3 分の 1 すら達していなかった145。当時の中学堂教師は、短期留学で日本の
師範教育を受けた人が極一部で、大半が科挙時代の秀材・挙人等が担任していた。「中体西
                                                        
139 楊志洵（1906）p.7。 
140 同上 p.18-19。 
141 同上 p.33-34。 
142 李華興 編（1997）p.637。 
















五城中学堂 1902 15 130 読経、国文、算学、歴史、地理、本朝掌故、理科、
英文、図画、体操 
順天中学堂 1903 13 122 読経、算学、歴史、地理、西洋史、英文、経済学 
直隷官立中学













1907 7 38 修身、国文、経学、算術、英文、図画、歴史、地理、
理化、楽歌、体操、 
官立中学堂








堂 1906 15 96 
修身、教育、国文、経学、歴史、英文、東文、算術、
博物、理化、生理、法政、図画、体操、歌琴、 
培光中学堂 1905 / 26 修身、国文、経学、歴史、英文、東文、算術、地理、
博物、理化、図画、体操、 
山東済南府官





























年短縮した。「中学校令実施細則」の第 1 条と第 10 条は、それぞれ以下のように規定され
ている。 
 
























                                                        
146 清末民初において、公開出版された経済学関係の書籍は、約 81 種である。更に、前半
の欧米宣教師によるイギリスの経済学著作の訳書が約 24 種で、後半の日本の経済学著





表 15 「壬子・癸丑学制」課程表（毎週の時間数） 





化 男 女 男 女 男 女 
第 1 年 1 7 7 7 6 2 2 5 4 3 0 
第 2 年 1 7 6 8 6 2 2 5 4 3 0 
第 3 年 1 5 5 8 6 2 2 5 3 2 4 
第 4 年 1 5 5 8 6 2 2 4 3 0 4 
合計 4 24 23 31 24 8 8 19 14 8 8 
比例
（％） 
男 2.92 17.5  22.6  5.84 5.84 13.9  5.84 5.84 
女 3.01  17.3  18 6.02 6.02  10.5 6.02 6.02 
平













男 女 男 女 男 女 
第 1 年 0 1 1 1 0  2 1 3 2 33 32 
第 2 年 0 1 1 1 2 2 1 3 2 34 33 
第 3 年 0 1 1 1 2 2 1 3 2 35 34 
第 4 年 2 2 1 1 2 2 1 3 2 35 34 
合計 2 5 4 4 6 8 4 12 8 137 133 
比例
（％） 
男 1.46 3.65  2.92   2.92 8.76  100  
女 1.5  3.01 3.01 4.51 6.02 3.01  6.02  100 
平












じる経済概念を表 16 にまとめた。 
 





表 16 『経済大要』の概要まとめ 
章たて 内容 摘要 

























































































                                                        
151 王小静（2012）p.105-106。 


















五四運動の勃発まで、封建社会の残留勢力が起こした復古運動が 3 回あった。1 回目は、
1915 年に袁世凱の君主制復活への企みである。2 回目は、1917 に張勲・康有為による宣統
復辟である。3 回目は、段祺瑞の独裁統治と北洋政府の反動政策である。復古運動は内戦
をもたらし、国内の情勢が不安定のままで、中学教育の進展にも強く影響した。1916 年に、
全国中学校が 350 校で、学生数が合計 60,924 人であった。学校数が 1915 年より 100 校超
減少し、学生数が約 9 千人減少した155。また、その中で、特に教育思想に影響を与えたの
は、袁世凱による「教育綱要」の頒布である。 
1915 年 1 月に、教育総長の湯化龍は、大統領の袁世凱の名義で「特定教育綱要」と「頒
定教育要旨」を頒布した。「特定教育綱要」は、教育宗旨を「道徳・実利・尚武」にし、中
学校において文実文科と「経学」を復活し、更に「教育用言」を規定した156。「教育用言」






































に胡適や銭玄同等の進歩知識人が次々と封建旧思想に対して批判をはじめた。1919 年 5 月
に至ると、五四運動が勃発し、封建社会の旧勢力に致命的な一撃を与え、中国の教育思想





1915 年の全国教育連合会第 1 次会議において、湖南省教育会は、「改革学校系統案」160を

























1921 年 10 月に、全国教育連合会第 7 次会議において、17 の省から 35 人の代表が参加
し、11 件の学制改革案が提出された。会議の結果よって広東省の提案が採用され、「新学
制系統草案」が公表され、第 8 次会議まで全国からの修正意見を募集した。学制改革意見
の募集に呼応し、全国の教育専門家が次々と学制改革の議論に参加した。1922 年 9 月に、
中学教育専門家の廖世承は、「関与新学制一個緊急的問題」162を発表し、三三学制163と初
級中学の選科・分科制度を提唱した。「関与新学制一個緊急的問題」によると、三三学制を










大きな影響を与えた164。黄炎培自身は、1921 年の全国教育連合会第 7 次会議の学制提案審
査長を務めた165。採用された広東省の提案では、『美利堅之中学』と『美国教育制度』が
参考資料として明記されている166。更に、コロンビア大学 P. Monroe 教授の中国訪問も、「壬
戌学制」の中等教育段階に三三学制を採用する決定において、中国の教育専門家の意志を
堅くした167。P. Monroe は、「中国の教育に、中学教育が一番劣れている」168と指摘し、「論













③中学修業年限の延長、④学生の激励、⑤個性の重視」の 5 つを列挙した。 
こうした流れの中で、北洋政府教育部は、学制の改革も大勢の赴くところになったと察
知し、1922 年 9 月に北京で全国学制会議を開催し、11 月 1 日に「学校系統改革案」を頒布
した。その新学制は、1922 年の干支なので「壬戌学制」とも呼ばれている。「壬戌学制」
は、6 年間の小学校・6 年間の中学・4～6 年間の大学を設け、中学を初級中学と高級中学



























































科 15 9 
 






12 6  
出典：廖世承（1924）p.4-6 から筆者作成。 
 






                                                        














1922 年に、国民党の指導者孫文は、中国共産党との協力を決定した。1924 年 1 月国民
党第 1 次全国代表大会の開催により、いわゆる「第 1 次国共合作」がはじまった。1926 年、
蔣介石が率いる国民革命軍は、軍閥政権を倒すために「北伐」の途に登った。しかし、翌
年の 4 月 12 日に蔣介石は、政変を起こして共産党と分裂した。4 月 18 日に、蔣介石は、


















る傾向があった173。こうした「党化教育」の問題は教育家の批判を招き、1928 年 5 月の大
学院174全国第 1 次会議において、「党化教育」の代わりとして「三民主義教育」の教育方
針が決定された。三民主義教育の内容は、以下のように規定されている。 
                                                        
171 同上、p.199。 












1929 年 3 月の国民党第 3 次全国代表大会において、三民主義を中心とした教育宗旨が頒
































初級中学 初級中学 14 8 
13 7 
12 6    
出典：廖世承（1924）、陳青之（1936）から筆者作成。 
 

































表 19 で示されているように、日中戦争の勃発とその直後の 1937 年と 1938 年に、一時的に
学校数と学生数が減ったが、その後に徐々に回復し、戦後の 1946 年には、既に学生数は戦
前の約 3 倍までに成長した。 

























表 19 戦時中の中学と中学生数の推移表 
年度 学校数 学生数 教職員数 
初級 高級 合設 合計 初級 高級 合計 初級 高級 合設 合計 
1935 1342 35 517 1894 356014 82099 438113 25094 2255 14886 42235 
1936 1390 36 530 1965 393691 88831 482522 22655 1439 17086 41180 
1937 906 24 310 1240 258608 50955 309563 13468 600 9437 23505 
1938 850 49 347 1246 327031 61978 389009 15840 1538 10650 28028 
1939 1064 21 567 1652 428181 96214 524395 15969 631 12891 29491 
1940 1289 28 583 1900 532652 110036 642688 20708 670 18071 39449 
1941 1372 25 663 2060 586985 116771 703756 22849 704 20779 44332 
1942 1605 31 737 2373 688614 143102 831716 30819 896 25353 57068 
1943 1722 36 815 2573 738869 163294 902163 33655 1080 29462 64197 
1944 1791 39 929 2759 753866 175431 929297 33799 1269 32409 67477 
1945 2387 44 1296 3727 1011544 250655 1262199 45167 1221 44901 91289 






表 17 で示されているように、「壬戌学制」の中等教育は、初級と高級のそれぞれ 3 年の
教育を分けて設定した。これにより、はじめて現代の高校と同じ性質を持つ学校が現れる
ことになった。「壬戌学制」の高級中学の課程設置は、表 20 で示されている。「壬戌学制」
の高級中学段階は、普通科と職業科の 2 種類に分けて、更に普通科の中で、第 1 組と第 2








ている。「新学制課程標準綱要」180によると、初級中学の目的は 6 つあり、その 5 番目の
目的は、「経済学原理を少し知る」ことである。その内容の設定は、6 部分でそれぞれ 1 単
位、4 番目が経済問題である。経済問題の内容は、以下のように構成されている。 
 
                                                        







経済問題に関する内容は、1 単位なので、卒業必要単位の 180 単位182の約 0.6％で、「癸
卯学制」と「壬子・癸丑学制」より更に時間割が減少した。 
 
表 20 壬戌学制普通科の課程設置表 
分類 第 1 組 第 2 組 
公共必修 
科目 単位 科目 単位 
国語 16 国語 16 
外国語 16 外国語 16 
人生哲学 4 人生哲学 4 
社会問題 6 社会問題 6 
文化史 9 文化史 6 











心理学 3 幾何 6 
論理学 3 代数 6 
社会学の一種 4（最低限） 解析幾何 3 
自然科・数学 6（最低限） 用器画 4 
物理化学生物183 12 
選択 32 選択 23 
純粋選択科目 30 純粋選択科目 30 







                                                        
181 課程教材研究所 編（2001）p.138。 
182 王倫信（2002）p.100。 







時間割は、全体の 6 単位の 65%であるので、約 4 単位の時間割となっている。次に、「社
会問題」の教科書、商務印書館発行の陶孟和版『新学制高級中学教科書：社会問題』を用
いて「社会問題」の経済教育の内容を考察する。 












工科・商科・教育科を設置していた。普通科の文科・商科の第 2 学年に、4 単位の「経済
























表 21 『新学制高級中学教科書―経済学』内容一覧 











































































単位 6 24 26 19 6 6 3 3 8 8 8 6 9 18 150 
割合













表 23 1932 年から 1948 年まで高校の社会科設置比較表 
学






























11     
 












表 23 で示されているように、1948 年以外、高校公民科の設置が変わらなかった。しか
し、その公民科の教育内容は、訂正に伴って変化した。1932 年と 1936 年の課程標準の「公
民」において、経済教育と関わる部分を表 24 でまとめて比較した。 












なり、その上に中国の金融と経済政策の内容を加えた。1932 年と 1936 年の課程標準にお
いて、「公民」科の目的は、共に「生活上の必要な知識、国民党の政綱政策、人生の意義と
民族復興の責任感」と規定されているが、経済教育に関する内容は大きく変わっていた。
                                                        
188 「平均地権」「制限資本」は、共に孫中山が提唱した三民主義の中で、経済上の自由平
等を求める「民生主義」の内容である（孫中山、2012）。 






表 24 1932 年と 1936 年高校「公民」課程標準の経済教育内容の比較 
1932 年（第 2 学年通年）経済概要 1936 年（第 1 学年半年）経済概要 










































































商業、我が国の金融と財政、我が国の経済建設」であり、1936 年と 1940 年とほぼ変わっ
ていない。しかし、1949 年国民党の台湾への敗退により、1948 の課程標準も実施されなか
った。 
各年度の課程標準に基づいて編纂された教科書の内容は、表 25 にまとめた。表 25 で示
されているように、1934 年の徐逸樵の高中「公民」教科書は、経済理論、資本主義と民生














                                                        
190 日中戦争によって膨大な軍事費用の支出と日本軍の金融攪乱によって、1945 年の中国
の物価指数は、1937 年の 1631 倍に達した（成聖樹・金祖鈞、2011）。 








年 構成 内容特徴 
世界中学教本：高
級中学学生用徐氏




















































































第 2 節 建国後の中国の高等学校における経済教育の歩み 
 



















1951 年 6 月に、「関与改訂中学政治課名称、教学時数及教材的通知」194が頒布され、臨
時開設の政治科を廃止させ、高校 2 年と高校 3 年の前半に「社会科学基礎知識」を設置し、
3 年目の後半に「共同綱領」を設置した。同年の 11 月 29 日に、「関与中学“政治課”略有変
更的通知」195が頒布され、高校 1 年と 2 年に「社会科学基礎知識」を設置し、「共同綱領」
を高校 3 年の通年科目に変更し、更に全学年に「時事政治」を増設した。表 26 で示されて
いるように、ここから 1954 年までの社会科課程が決定された。 




年以後にも、1958 年の「教育改革」を経て、1960 年の 2 つの教育制度の並行等の変革が行
われたが、基本的に 1951 年の学制に基づいて、大きく変わらなかった。 
                                                        
192 蘇渭昌 編（2013）p.3。 
193 何東昌 編（1996）p.33。 
194 課程教材研究所 編（2001）p.194。 
195 課程教材研究所 編（2001）p.195。 













また、この間に、中学教育の普及も、ある程度の成果を実現した。1955 年 1 月の「人民































































































なった。5 月 15 日に、毛沢東は、「事情正在起変化」を発表し、「一部の反共反人民の牛鬼














ることが決定された。同年 9 月 25 日に、中共中央は、「政治科」を反右派運動が中心とす
る社会主義思想教育に変換することを命令した。1958 年に、教育部は、当年度の教育計画
を頒布し、中学生が毎年 14~18 日の労働に参加することを決めた。1958 年末、全国の中学
が一時的に休校し、教員と学生が共に「大錬鋼運動」205に参加した。 
1962 年 9 月の第 8 回 10 中全会の開催によって、「以階級闘争為綱」の政治運動は、一層
拡大する方向になった。「前十条」と「後十条」の頒布により、社会主義教育運動の全面的
な展開がはじまった206。1963 年に教育部は、高等教育の文系学生を農村で社会主義教育運
                                                        
201 1947 年～1957 年を過渡期、1958～1965 年を発展期（探索期）、1966 年～1976 年を破壊
期、1977 年～1985 年を恢復期、1985 年～以後を改革期とする期間区分がよく見られる。
例えば、丁堯清（2005）、胡田庚（2012）、熊明安（1999）、徐小淑（2013）等がある。 
202 中央教育科学研究所編（1984）p.192、p.153。  
203 蘇渭昌 編（2013）p.31。 






動に参加させることにした。1964 年 8 月に、毛沢東は、高等教育での文系教育対して厳し
く批判し、「文系の学生は、社会を自分の工場とすべき、（文系の）教師と学生は、農民と
労働者とよく接触すべきである。そうしないと、卒業しても役立たず」と述べた207。1965




























                                                                                                                                                                  
2013、p.31） 
207 蘇渭昌 編（2013）p.34。 
208 全日制教育制度と働きながら学校を通う教育制度の並行である。 
209 何東昌 編（1996）p.84。 
210 同上、p.85。 
211 胡田庚（2012）p10。 
212 人民出版社 編（2009）p.25。 
213 中央教育科学研究所編（1984）p.399。  
214 蘇渭昌 編（2013）p.37。 
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215 何東昌 編（1996）p.89。 
216 同上、p.110。 














1957 年 8 月 17 日に、「関与中学、師範学校設置政治課的通知」が頒布され218、中学全学
年に「政治科」が設置された。「関与中学、師範学校設置政治課的通知」によると、「政治
科」の目標は、学生の正確な世界観と価値観を培い、学生の共産主義的道徳品質と人民・



















1959 年からの中学教育は、「以階級闘争為綱」の指導思想の下に展開された。表 26 で示
されているように、この時期の高校 2 年に、「経済常識」が設置されている。1959 年の「中
等学校政治課教学大綱」によると、この時期の「政治課」の目的は、「共産主義道徳と社会
発展の常識・政治常識・経済常識・唯物弁証主義常識・党の方針政策等の内容を用いて学
                                                        









の内容構成は、全 8 章で構成されている。表 27 で示されているように、唯物弁証法と唯物
史観だけではなく、社会主義の下の生産・消費・配分・交易にも触れるようになった。ま
た、前期と比べて、ソ連だけではなく、社会主義兄弟国家の重要性と援助行動の必要性を
提唱するようになった。1958 年と 1959 年は、中ソ関係が悪化に転じた時期なので、国家
の国際関係と政治方針が教科書に反映されている。 
 















































































1976 年 10 月に、10 年間続いた「文化大革命」は、「四人幇」の失脚によって終焉を迎
え、中国の教育事業が回復期の時期に入る。1978 年 12 月に、中共中央によって第 11 回 3
中全会が開催され、「以階級闘争為綱」の指導思想が廃止され、文化大革命期間中で起こっ




1980 年 9 月 12 日に、「関与印発改進和加強中学政治課的意見的通知」222が頒布され、表
28 で示されているように、高校段階に「政治経済学常識」と「弁証唯物主義常識」を設置
した。1983 年に、鄧小平は、「教育は、現代化に面し、世界に面し、未来に面するべきで








この時期の教育は、第 11 回 3 中全会の指導思想の下に、文化大革命で破壊された教育事
業を回復し、社会主義現代化の建設の構図の中で、教育事業の戦略的な地位が確立された。
1982 年に、中国の中学校数は 107829 校に達し、学生数が 4702 万に達し、既に文化大革命
以前の水準を上回った223。 
 


























































                                                        
223 蘇渭昌 編（2013）p.55。 







規定し、表 28 で示されているように、1959 年以来再び「経済常識」課程を設置した。 
1985 年の「中共中央関与教育体制改革的決定」頒布は、中国の教育発展史上の重要な里
程標である。90 年代の教育改革に、理論上の根拠と方針を提供した。1991 年に、全国の各














る」ことである。課程の教育内容は、表 29 でまとめられている。 











                                                        
225 蘇渭昌 編（2013）p.64。 
226 課程教材研究所 編（2001）p.266。 
227 何東昌 編（1996）p.141。 













表 29 「政治経済学常識（1982）」教育内容の概要 



































経済危機の周期 経済危機の周期性、2 戦以後の経済危機 































































出典：課程教材研究所 編（2001）pp.253-259 から筆者がまとめた。 
 
2）1986 年と 1988 年の「経済常識」 
1985 年の「中共中央関与教育体制改革的決定」の頒布により、中国の教育改革がはじま
った。「三個面向」と「社会主義現代化建設」の提唱は、教育事業を建国以来で最も重要な


































2.3 社会主義市場経済への改革期（1993 年～） 




                                                        
231 課程教材研究所 編（2001）p.280。 
232 程樹礼編（1990a）、程樹礼編（1990b）。 
233 いわゆる「三歩走」の戦略方針は、第一歩：1981 年から 1990 年まで、国民総生産が倍









昇が一番重要な目標となった。同年 10 月に、第 14 回全国代表大会が開催され、「社会主義
市場経済」の建設が決定され、中国の経済改革が新しい時代を迎えた。同時に、「社会主義
市場経済」の指導方針は、教育事業の改革にも多大な影響を与えた。 
1993 年 2 月 13 日に、「社会主義市場経済」の指導方針に応じて、中共中央国務院は、「中










実施素質教育的若干意見」の頒布により、「素質教育」は、21 世紀の中国教育事業の 1 つ
の重要な方針となった236。 
90 年代の教育改革により、全国の教育事業がより一層の発展を実現した。1998 年に、
全国の教育人口が 3.3 億人に達し、全国人口の 26.7%を占めた。15 歳以上の国民が受けた
平均教育年数が 7.08 年で、1990 年より 10%増えた。更に、初等中学の入学率が 87.1%、高
等中学の入学率が 40.6%に達した237。 
1992 年 3 月に、「中学思想政治課改革実験教学大綱」が頒布され、中学校 1 年から高校
3 年までに、政治・経済・哲学・道徳の科目が合併して「思想政治」に統一された238。1996
年に、国家教育委員会は、「普通高中思想政治課程標準」を頒布し、建国以来はじめての課






                                                        
234 中共中央国務院（1993）。 






2.3.2 1993 年と 1996 年の「思想政治」における経済教育 
 








表 30 「思想政治（1993）」の経済教育に関する内容の概要 








































                                                        










出典：課程教材研究所 編（2001）pp.328-339 から筆者がまとめた。 
 































                                                        


















第 2 章の結論 
 
これまで考察してきたように、中国の高等学校における経済教育の発展は、基本的に以
下の 5 つの時期と区分できる。 











































































































第 3 章 経済教育に関する中日米比較研究 
 
 はじめに 
 本章は、制度・内容・成果という 3 つの分野において、経済教育の中国・日本・アメ
リカの比較研究を行う。この三者の関連を解明した上で、経済成長を中心的な政策目標に
している現在、中国の経済教育の進め方を探索することは、本章のもう 1 つの目的である。 
 経済教育の研究分野において、国際比較研究は、重要な研究手法としてよく用いられて
いる。2005 年に日本政府による 2 つの会議が開催された。この 2 つの会議は、6 月の「経
済教育に関する研究会」の中間報告発表会議と、7 月の「経済教育サミット」である。「経
済教育に関する研究会」では、日米の金融経済教育の比較を主眼とした『経済教育に関す






表 31 経済教育における日米の特徴 
国名 米国 日本 
内容 経済概念・経済的価値 経済的事実と経済的制度 





構成 演繹的 帰納的 



















第 1 節 中日米比較─経済教育の制度 
 











































































文化衛生委員会が設置された。委員会の主な機能は、以下の 5 つである。 
 
1．全国人民代表大会主席団、または全国人民代表大会からの教育・科学・文化・衛生





































                                                        
251 全国人民代表大会教育科学文化衛生委員会ホームページ。
（http://www.npc.gov.cn/npc/bmzz/jkww/node_14097.htm） 







































制度の基本枠組みの制定 2．全国的な基準の設定 3．地方における教育条件整備の支援 
4．事業の適正な実施のための支援措置」259等と規定されている。 
                                                        
256「国家教材委員会」は、2017 年に設立された国務院直轄の教材審査委員会であり、その
影響は、後に教科書審査制度において議論する。 
257「日本国憲法」第 65 条：行政権は、内閣に属する。第 72 条：内閣総理大臣は、内閣を
代表して議案を国会に提出し、一般国務及び外交関係について国会に報告し、並びに行
政各部を指揮監督する。http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S21/S21KE000.html 


























 1.2.3 アメリカの教育機関 
 








率が低くて、委員の 3 分の 2 は無報酬である262。 
 CEE(Council for Economic Education)：非営利の民間組織、アメリカ経済教育協議会
（CEE）の前身として、全米経済教育合同協議会（JCEE: Joint Council on Economic Education）
は、1949 年に設立され、各州の経済教育協議会が合同し、ニューヨーク市に本部がおかれ






























 1.2 学校経済教育の理念 
 



















































                                                        




































































 ただし、クリントン政権の下で、1994 年の「2000 年の目標：アメリカ教育法
(Goals2000:Educate America Act)」は教育改革の法令として頒布され、 就学前教育の拡大、
学力テストの実施等の 8 項目に関する「全国共通教育目標」が設定された。その中で、経
済学は、主要な 9 科目（国・数・理・外・公民・経済・芸術・歴史・地理）の 1 つとして
含まれ、初等・中等教育において経済に関する教育の価値が認められた。この教育改革の
法令を受けて、NCEE（現 CEE）は、1997 年に「スタンダード」（Voluntary National Content 



















また、NCEE の前身である JCEE（1993 年まで）によって 1977 年に出版された『経済教
育のフレームワーク』（A Framework for Teaching Economics: Basic Concepts,1977）と 1984 年





























                                                        
































































































































（Economic Education in the School: A Report of the National Task Force on Economic Education, 
1961）』である。『タスク・フォース・リポート』は、アメリカ経済学会を母体とした特別
委員会が経済教育の改善のために出した報告書である。この特別委員会は Paul A. 
Samuelson を含む著名な経済学者 5 人と教育学者 2 人で構成されていた。この報告書は、



































出典：Saunders, P. et al (1984)から筆者作成。 
 
続いて「スタンダード」の内容を考察する。 
 「2000 年の目標：アメリカ教育法」によって、経済は主要な 9 科目の 1 つになり、経済
教育の内容に関する「スタンダード」の作成を各州の教育機関に求めた。このような「ス
タンダード」の作成の参考になるために NCEE は、各支部とアメリカ経済学会経済教育委
員会（American Economic Association’s Committee on Economic Education）等の関連組織の協
力の下で、1997 版の「スタンダード 20」を作成した。「スタンダード」は、基本的に「タ
スク・フォース・リポート」と「フレームワーク」の理念を引き続いているが、「アメリカ
教育法」の要求を応じて、学習内容をスタンダードという形式で示した。2010 年第 2 版の
「スタンダード」が提示した 20 項の基準は、以下にように構成されている278。 
  ①希少性(scarcity) ②意思決定(decision making) ③配分(allocation) ④インセンティ
ブ (incentives) ⑤取引 (trade) ⑥特化 (specialization) ⑦市場と価格(markets and prices)  
⑧価格の役割(role of prices) ⑨競争と市場構造(competition and market structure) ⑩制度




(institutions) ⑪貨幣とインフレーション(money and inflation) ⑫利子率(interest rates)  
⑬所得(income)  ⑭企業家活動(entrepreneurship) ⑮経済成長(economic growth) ⑯政府
の役割と市場の失敗(role of government and market failure) ⑰政府の失敗(government 
failure) ⑱経済変動(economic fluctuations) ⑲失業とインフレーション(unemployment and 





























                                                        




研究会訳(2000)『経済学習のスタンダード 20』p.111 が参考になる。 

















































 1.4 経済教育に関する学制 
  



















 また、アメリカでは州ごとに異なるが、文部科学省の資料によると、6-3-3 年制、8-4 年
制、6-6年制等が行われている。比率から見れば、5年制小学校（34.7%）、3年制中学校（18.1%）、
4 年高等学校（52.5%）の 5-3-4 年制が一番多い291。 
 CEE の資料によると292、アメリカにおいて高校段階で経済の科目を提供すると規定して














291 文部科学省資料 (2013)「教育指標の国際比較」を参照した。 






 1.5 本節のまとめ 
 












































































第 2 節 中日米比較─経済教育の内容 















表 33 加納による経済教育の日米比較 


































































加納は、「自己利益の追求」・「競争」・「市場経済」の 3 つの分野においてアメリカの CEE
と日本の経済教育の内容の比較研究を行った300。この研究の中で、「公民的資質」の育成
を目的とした日本の社会科において、「公民的資質の内容が明確にされているわけではない
                                                        
295 加納（2005）。 
296 ここの「フレームワーク」は、NCEE が 2000 年に出版した Framework for Teaching Basic 
Economic Concepts with Scope and Sequence Guidelines K-12 である。1984 の第二版と基本
的には同じであるが、マクロ経済学概念の部分において、1984 版では総需要と総供給を
分けて二つの概念として捉えて、2000 版では合わせて一つの概念となった。従って、1984
版は全部 22 個の概念で、2000 年版は全部 21 個になっている。 
297 使われた NCEE の本は Elaine Coulson, Sarapage McCorkle(2004), Master Curriculum Guide 
in Economics Teaching Strategies 5-6, NCEE. & Mary C. Suiter, Joanne Dempsey, Mary Ann B. 
Pettit, Mart Lynn Reiser(2000), Focus Middle School Economics, NCEE. & Michael Watts, 
Sarapage McCorkle, Bonnie T. Meszator, Mark C. Schug(2003), Focus High School Economics. 
NCEE. 使われたオンライン課程は EconEdLink, Price Elasticity: From Tires to Toothpicks 












の下に出された報告書『危機に立つ国家(A Nation at Risk)』から「教育における優秀性」が
説かれはじまった。また、CEE の「スタンダード」では、「人的資本」という用語が理解
















関する比較分析においてアメリカの方は、NCEE のテキスト Choices and Changes in Life, 
School, and Work が主要な考察の対象になる。日本の中学校「公民」と高校「政治・経済」
では、事実や制度に関する記述が中心になり、キャリア教育に関する内容があまり少ない


























































な調査を行い、「高等学校の経済教育教科書に関する考察(A review of high school economics 
textbooks)」を発表した310。更に、2003 年の調査に基づいて、より詳しい分析が加えられた
上に、2007 年にもう一本の論文「高等学校の経済教育教科書における 10 つの意見（Ten 
observations on high school economics textbooks）」が発表された。アメリカの高校で使われて
いる経済教科書を考察するために、Leet, &Lopus の研究が参考になるので、ここからは、
まず Leet, &Lopus の研究を参考にし、アメリカの高校段階の教科書市場を考察する。 





書を選出し、その中で 1996 年以前に出版された教科書と、宗教学校(religious school)、在
宅教育（home school）、消費者や金融教育に特定した教科書を除外し、最終的に考察の対
象になった教科書は 11 冊である。Leet,&Lopus は、この 11 冊の教科書の概要をまとめた上
で、NCEE の「フレームワーク」の 4 つの分野と「スタンダード」20 項目の基準に関する
教科書のページ数に対する調査を行った。Leet,&Lopus の調査の結果を参考にして表 34 を
作成した311。 
 これらの教科書に対する分析によって、以下のように 10 個の特徴がまとめられている312。 
 
1．アメリカの高校経済教科書市場において、主に 2 つタイプの教科書がある。1 つは














                                                        
310 Leet,&Lopus(2003)。 
311 Leet,&Lopus(2003)において、各基準に関するそれぞれの教科書の内容のページ数を数え
て表にまとめたが、2007 年の論文においてページ数がなく、YES と NO だけで判断する
ことにした。本研究では、ページ数にこだわらず、有無だけ問うことにして、表 34 に
は各基準に対する解説する内容がある教科書の数だけを数えた。全部は、総合教科書 7
冊と特定教科書 4 冊。括弧内は、特定教科書の数である。 











需要(aggregate demand)、総供給(aggregate supply)、国際収支（balance of payments）、成長
と安定の国際的側面(international aspects of economic growth and stability)等である。 
 8．州の教科書認定委員会は、教科書の内容に対する影響力を持つ。これは教科書の
内容が「スタンダード」の範囲を超える 1 つの理由として考えられる。 
 9．アメリカの高校教科書出版産業は、過去 20 年の間に独占化が進んできた。1980 年






























表 34 それぞれの分野と基準に対する解説がある教科書の数 
分
野 基本経済概念 ミクロ経済概念 
基







































ロ マクロ経済概念 国際経済概念 
基





























2(0) 7(4) 7(4) 7(3) 7(4) 7(4) 7(4) 7(4) 7(4) 7(4) 












































 第 1 節で述べたように、日本の大学以前の経済教育において、高校の「政治・経済」は、
一番内容が詳細である。他の科目の経済に関する内容は、より簡略化されたものと考えら
れる。従って、ここでは、「政治・経済」の教科書を主な考察の対象にする。2014 年に使




ージ数から見れば、A5 が 246 頁前後、B5 が 181～190 頁で、大きな差別がない。「現代の













表 35 「政治・経済」教科書（2014 版）の概要 
「政治・経済｣教科書 
概要：出版社が 6 社ある。政治と経済の内容が混在するので、各自の部分を担う執筆者が共著

































大芝亮 大山礼子 山岡道男 
















詳説 政治・経済（山川） 政経 307 
山崎広明 平島健司 




























































にも使われた The Study of Economics を使用する316。「スタンダード」の 20 個の基準を対応
しながら、各国の教科書の概要と特徴を表 36 にまとめた。 












年改訂されたので、主に「フレームワーク」に従っている 1999 年の The Study of Economics





















                                                        
315 新井明 (2013)。 



































































































































































































































































































































本節は、2000 年前後に行われた TEL3 の調査結果を用いて、中日米の高校生の経済リテ









 3.2 2000 年初頭の調査 
 1999 年と 2000 年にアメリカで 2 回行われた経済リテラシーテストは、TEL3 を用いた。
テストは、全部で 40 問の問題から構成されている。1 つの問題は、4 つの選択肢があり、





また、Walstad, & Rebeck (2001)によって、TEL3 は、まず TEL2 で有効に検証された問題 40
問を保留し、新しい問題 19 問を加えた。4 州から 1,200 名の学生によって TEL3 の有効性
を検証し、訂正された最終版は、3 つの委員会から認められた320。以上の作業を通じてテ
スト問題の妥当性が確保され、経済リテラシーを測る手段として有用であると考えられる。 
 アメリカで実施されたテストは 2 回で、それぞれ問題集 Form A と Form B を使用した。


































































14,31 12 18,21 3 7 23,24 37 25,26,27,40 28,29,30 32,33,34 
出典：山岡道男他（2002）p.46 を参照した。 
                                                        
320 1 つは、5 名のベテラン高校教員で構成された委員会、1 つは、6 名の CEE の部長で構






で分けると、設問 1-14 が基礎経済概念、15-24 がミクロ経済概念、25-34 と 40 がマクロ経
済、35-39 が国際経済である。それぞれの割合は、基礎的経済分野 35％、ミクロ経済学 25％、
マクロ経済 27.5％、国際経済分野 12.5％である。 
 テストに参加した学生は、アメリカで 36 州 117 校321383 クラスからの高校生 7,243 名、
うちに Form A のテストに参加した学生が 3,288 名、Form B が 3,955 名である322。なお、
アメリカの学生は、一般の社会科(Form A:376 名)、上級の社会科(Form A:293 名)、一般の




日本では、東京と他 6 県、計 16 校の 2643 名が Form A のテストに参加した。完全な解
答を出したのは、2,631 名である。16 校の中で 9 校(1,900 名)は、東京都にある。また、普
通高校 11 校(1,793 名)、職業高校 5 校(850 名)であった。科目別を見れば、「政治・経済」















                                                        
321 山岡道男 他 (2002)によると 100 校、Tadayoshi Asano.(2003) によると 117 校。ここは後
者のデータを使用した。 
322 TEL3 の調査結果として、使われたアメリカのデータの出所は、Walstad, W. B., & Rebeck, 
K. (2001). と山岡道男 他 (2002) であり、日本のデータの出所は、山岡道男 他 (2002) 
と Tadayoshi Asano.(2003) であり、中国のデータの出所は、尹（2003）である。 
323 Walstad, & Rebeck（2012）。 
324 山岡他（2002）。 










 3.3 TEL3 の結果 
 
 TEL3 の結果を整理して表 38 を作成した。2003 年に Form B のテストに参加した日本の


























 以上の 3 節では、経済教育に関する制度、内容、成果をそれぞれ考察し、中国・日本・
アメリカの特徴を比較分析した。第 4 節では、以上の考察の結果を用いて、この 3 つの要
                                                        






表 38 TEL3 の結果 
国  アメリカ 日本 中国 
TEL3 タイプ Form A Form A Form A 
人数 総計 3,288 名 2,631 名 119 名 
性別 
 
男 1,537 名 1,197 名 62 名 
女 1,571 名 1,434 名 57 名 
平均正解率(標準偏差) 総計 59.6(8.3) 52.1(6.7) 52.9 
平均正解率 
性別 
男 経済学習済 64.5 
経済未学習 50.8 
56.5  





社会コース[人数] 40.1[376 名] 42.1[1,510 名]  
社会（上級）[人数] 57.3[293 名] 58.8[1,121 名]  
経済未学習[人数] 47.6[669 名]  49.5[93 名] 
経済コース[人数] 60.8[2,124 名]   
経済（上級）[人数] 71[495 名]   




基礎概念 62 47 70.9 
ミクロ 61 59 61.1 
マクロ 57 54 50.2 
国際 55 49 46.3 
平均正解率 
学年別 
10（一年生） 経済学習済 59.8 
経済未学習 53 
49.8 全員一年生 
11（二年生） 経済学習済 66.4 
経済未学習 50.7 
44.5  















第 4 節 制度・内容・成果の関連 
 
 4.1 経済教育における制度・内容・成果の関連 
 
 以上の 3 節で、それぞれ中国・日本・アメリカの経済教育における制度・内容・成果に
関する考察と分析を行った。これらの分析の結果に基づいて本節では、以下の 3 つの関連
性を提示したい。 




成果で影響されるという 3 つの関係が存在する。まずは、制度と内容の関係を見る。 










る組織、National Association for Economic Educators は、全国レベルの教員に対する訓練を







































                                                        
329 財団法人消費者教育支援センター（2001）p.116。 
330 アメリカと比べたら、日本の経済教育研究は明らかに軽視されている。アメリカのほ

























































この議論を展開する前に、まず 2 つの概念を紹介する。 
 既得権益：簡単に言えば、字面の通り、既に手に入れた権力と利益である。 
                                                        






























 野口旭と浜田宏一は、この 2 つの概念に関して解説をしている333。一般的に経済政策の
形成過程においては、さまざまな経済的集団の利害が反映される。経済的集団の利害にお





























る（野口 2009,55 頁）。 
335 例えば価格の上昇の原因を企業の「強欲さ」に求める「反市場バイアス」、あるいは貿
易、移民等の外国と関わって生じた利益を過少評価する「反外国バイアス」が上げられ












 以上の問題の 1 つの解決方法として考えられるのは、国民の経済リテラシーを向上させ
ることである。つまり、経済教育をきちんと取り組むことである。経済リテラシーの向上
は、市民の経済政策に対する理解の改善と繋がり、専門家とのバイアスも弱くなると考え
られる。この推論の 1 つの証拠として Walstad が行った実証研究があげられる。Walstad は、





















表 39 アメリカ高校経済履修者比例 
出典：Walstad & Rebeck (2012)を参照した 。 
 
 表 39 は、1982 年以来アメリカの高校における経済学を履修する学生の比例の変化を表
している。このような変化をもたらしたのは、主に 2 つの理由が考えられる。1 つは CEE
                                                        
338 Walstad (1997), Walstad&Rebeck (2002). 
339 Leet& Lopus (2003) p.1 。 




23.9 28.4 43.4 44.1 44.6 47.0 44.4 57.7 
124 
 
等の民間組織の活動であり、もう 1 つは政府からの制度上の支援である。 








機に立つ国家(A Nation At Risk)」が発表され、教育における優秀性の追求を求めた。こう
いう背景の下に、1991 年に、「2000 年のアメリカ：教育戦略」という教育改革案が発表さ
れ、1994 年に「2000 年の目標：アメリカ教育法(Goals2000:Educate America Act)」が頒布さ












「2005 年のブッシュ大統領の予算教書では教育費が 0.9％削減され、また、2004 年に議
会を通過した No Child Left Behind Act（落ちこぼれゼロ法）の影響で『読み書き計算』の
基礎学力への傾注が著しくなる中で、ハワイ州選出のアカカ議員が中心となり Excellence 
in Economic Education Act（経済教育優越法）を落ちこぼれゼロ法の一部として内包するよ
う働きかけ、予算を確保している状況である」342という指摘もある。その Excellence in 





ることは343、まさにこのような社会的な認識の 1 つの証拠である。 
 従って、市民の経済リテラシーの向上は、経済に関する議論をよりよくして、「市民」と
                                                        
340 NCEE (1997) 邦訳 p.100。 











済リテラシーと対外認識の関係の実証研究は、本論の第 4 章において議論する。 





























































                                                        
344 Walstad, William B. and Ken Rebeck. (2002)は、経済知識が人々の経済課題に関する認識
に強い影響を与えると指摘している。また、経済知識と人々の経済観念の関係について、
野口(2007)での分析が参考になる。 















































































TEL の第 1 版が開発された353。第 3 章で説明したように、1977 年に、JCEE によって「フ
レームワーク（A Frame work for Teaching Basic Economics: Basic Concepts）」354が発表され、
『タスク・フォース・リポート』で提示された経済教育の理念を継承し、新たなカリキュ
ラムを作成した。カリキュラムの更新を受けて、JCEE は、「フレームワーク」に基づいて
新しい経済リテラシーテスト、TEL1 を開発した。TUE と同様に、TEL1 も経済知識に関す
                                                        
349 CED. (1961). 
350 Stalnacker et al. (1964). 
351 例えば Fels. Rendigs. (1969). 
352 Walstad, Rebeck, and Butters (2013a), p1. 
353 Soper, J. C. (1978, 1979). 





検証した356。Jackstadt & Brennan は、高校生のアメリカの経済システムに対する態度と彼
らの経済知識到達水準の関係を調べた357。 
1984 年に、当時の JCEE によって、「フレームワーク」の訂正版が刊行され358、経済教
育の内容・構造・表現が更新された。第 2 版の「フレームワーク」の刊行は、TEL2 の開
発に、内容的な基礎を与えた。1985 年から、経済学者・経済教育学者・高校教員で構成さ
れた国家委員会によって、TEL2 の作成がはじまった。TEL2 は、問題集 Form A と Form B、
それぞれ 46 問で構成されている。TEL2 の作成において、5 つの草案が作成され、実践と
訂正の繰り返しを経て、アメリカ各地からの高校生 8205 名がテストを受けた。テストの結
果により、TEL2 の信頼性と妥当性が確認された359。TEL1 と同様に、後に TEL2 も経済教
育分野での実証研究で広く応用された。 
第 3 章で既に紹介したが、TEL3 の問題は、1990 年代後半から更新された「フレームワ
ーク（1995 版）」360と、新しく開発された「スタンダード（1999 版）」361に基づいて作ら
れた。新しく訂正された「フレームワーク」は、各段階の学生に対応する経済知識の範囲






1999 年から 2000 年まで、TEL3 の開発が行われた362。TEL3 と TEL2 の違いは、主に 2
つある。1 つは、問題数が 46 から 40 問まで減少した。もう 1 つは、Form A と Form B の
対応関係をより重視するようになった。経済課程の効果を調べるために、Form A と Form B
を用いた経済リテラシーテストを受講前と受講後にそれぞれ実施する研究手法がよく利用
される。そのために、Form A と Form B が問題集としての対応関係が要求される。その対
照性を実現するために、TEL3 の問題は、3 つの種類がある。1 つは、Form A と Form B 共
通の問題である（11 組）。もう 1 つは、Form A と Form B において、同じ経済概念につい
て逆方向で出題する問題である（6 組）。最後は、同じ経済概念について異なる事例と応用
で出題する問題である（23 組）。1999 年から 2000 年の間に、アメリカ各地からの高校生
7,243 名が TEL3 のテストを受けた363。後に日本と中国においても、TEL3 を用いた経済リ
テラシー調査が行われた。TEL3 の調査の結果と国際比較は、本論の第 3 章に説明されて
いる。 
                                                        
355 Hahn (1982) . 
356 Dawson (1982) . 
357 Jackstadt & Brennan (1983) . 
358 Sanders, P., Bach, G. L., Calderwood, J. D., Hansen, W. L., & Stein, H. (1984). 
359 Soper & Walstad (1987a,1987b). 
360 Saunders, P., & Gilliard, J. V. (Eds.). (1995). 
361 National Council for Economic Education (1997). 
362 Walstad and Rebeck (2001). 
363 Walstad, Rebeck, and Butters (2013b). 
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2011 年に、TEL3 の改訂がはじまった。TEL3 が改訂された主な理由は、2010 年に「ス
タンダード」の改訂である。前述したように、TEL3 は、「フレームワーク」と「スタンダ
ード」という 2 つの基準を参考にして作成されていた。一方、TEL4 は、完全に改定後の
「スタンダード」第 2 版364に準拠して作成されたということである。TEL4 とスタンダー
ドの対応関係は、表 40 で示されている。その改訂により、TEL4 の問題数は、TEL3 の 40
問から 45 問にまた増えた。その 45 問は、合計 80 の問題の中で選ばれたものである。TEL3
の 69 の独自の問題の中で、66 の問題が TEL4 にそのまま、あるいは微修正を経て適用で
きると判断された。「スタンダード」の改訂によって生じた内容基準の変化を反映したのは、
新たに開発された 22 の問題である。最終的に問題集に配置されたのは、TEL3 からの 46
問と、TEL3 から修正を経た 18 問と、新しい 16 問で構成された経済リテラシーに関する
80 問である。TEL4 の From A と From B は、80 問の中で対応関係を持つ 70 問を、From A
と From B にそれぞれ 35 問を配置し、残りの 10 問が共通の問題として構成された、それ
ぞれ 45 問の問題集である。 
これまで考察したように、TEL は、アメリカの経済学者・経済教育学者・高校教員の協
力の下に制定された内容基準に基づいて開発された標準経済リテラシーテストである。
1978 年の第 1 版の TEL が発表された 40 年の間に、経済リテラシーテストの標準問題集と
して、世界中の経済教育に関する実証研究と国際比較研究に広く応用されてきた。中国の





















                                                        
364 CEE (2010). 
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表 40 TEL4 の各設問のスタンダードによる分類 
番号 スタンダード 認知レベル 
知識 理解 応用 
１ 希少性  2，3 1 
２ 意思決定   4 
３ 配分  5，6  
４ インセンティブ 7  8 
５ 交換と取引   9,10 
６ 特化   11,12 
７ 市場と価格   13,14 
８ 価格の役割   15,16,17 
９ 競争と市場構造  20 18,19 
１０ 制度 22 21  
１１ 貨幣とインフレーション 25 23 24 
１２ 利子率   26,27 
１３ 所得  28, 29 
１４ 企業家活動  30  
１５ 物と人的資本投資  32 31 
１６ 政府の役割と市場の失敗  33 34 
１７ 政府の失敗   35 
１８ 経済変動 36,37 38,39 40 
１９ 失業とインフレーション  41 42 
２０ 財政と金融政策 44  43,45 
設問数 6 14 25 
出典：Walstad, W. B., & Rebeck, K., & Butters, R.B. (2013). p.9 から翻訳。 
1.2 日本の経済リテラシー調査 
 
 1.2.1 経済教育研究協会による調査 
 
アメリカの経済リテラシー調査の影響を受け、日本において経済リテラシーの調査研究
が行われた。「『経済』を高校の必修科目にすべきだ」という JCEE の提案は、1988 年 12
月 29 日の『ニューヨーク・タイムズ』によって紹介され、後に日本経済新聞にも要約記事
として掲載された。日本の「経済教育研究協会」は、JCEE が作成した問題集「Junior High 
School Test of Economics」を翻訳し、それを参考にして日本語版の問題集を作成し、1989
年から 1990 年の間に第 1 回「経済理解力テスト」を行った。第 1 回「経済理解力テスト」
の報告書によると、テストの目的は、日本の高校生の経済に関する知識・理解力の程度を
調査することと、今後の経済教育のカリキュラムの改善に資料を提供することである365。






JCEE の「Junior High School Test of Economics」は、中学生を対象に作った問題集だが、
日本の第 1 回「経済理解力テスト」の実施対象は、高校生であった。第 1 回「経済理解力







1992 年から 1993 年の間に行われた第 2 回「経済理解力テスト」は、全国からの高校生





である。第 1 回の 10 項目から、「国民総生産（総需要と総供給）」・「生産要素と所得分配」・









収と繋がっていると考えられる。また、2 回の「経済理解力テスト」は、高校 2 年生の比
例が特に低く、平均正解率も比較的低い結果になっている373。その原因について、報告書
に説明されていない。 









373 第 1 回の受験者 6,565 名の中、2 年生が 279 名であり、第 2 回の受験者 9,062 名の中、2
年生が 509 名名である。また、第 2 回のテストにおいて、全体の平均正解率が 55%であ


































                                                        
374 山岡・浅野・阿部編（2001）p.1。 
375 同上、p.33。 




















6回「生活経済テスト」は、同じくアメリカの研究者が開発したFFFL(Financial Fitness for Lift 
Theme Tests)を利用した金融リテラシー調査である。第7回の「生活経済テスト」も、アメ

























383 例えば第 1 回「生活経済テスト」の経済の基本概念分野の平均正解率は、62%であった























































からの高校を対象にして、8 校からの 832 人がテストを受験した。 










えると推測される項目である。TEL4 は、全部で 45 問の問題から構成されている388。1 つ
の問題は 4 つの選択肢があり、試験参加者はその選択肢から 1 つの解答を選択する。他の






各科目の総合成績のクラスでの順位に 8 つの質問で構成されている。8 つの自己評価項目
                                                        
385 尹（2004）。 
386 中国国家統計局のデータによると、2016 年の非民営部門の平均年収は、北京が 119928
元で、四川が 63926 元、重慶が 65545 元、全国平均が 67569 元である。また、中国教育
部のデータにより、2017 年の本科率（4 年制大学への進学率）は、北京が約 62%で、四
川が約 38%で、全国平均が約 39%である。 
387 中国において、午後 7 時から 10 時までを晩自習の時間とする高校が多く、学生は教室
で自習する。 
388 中国の調査で使用されたのは、TEL4 を中国語に翻訳したものである。TEL4 の詳しい











表 41 信頼性の検定 
Cronbach のアルファ 項目の数 級内相関 95% 信頼区間 真の値 0 を使用した F 検定 
下限 上限 値 df1 df2 有意確率 











段として TEL4 の適切さを意味する。アメリカの場合、TEL4 の妥当性は既に証明されてい
る。TEL4 の妥当性についての証拠は、主に 2 種類である。1 つは「内容の妥当性」(content 













                                                        




















表 42 経済学習中と経済学習済みグループの平均正解率の差の検定 
 経済学習ダミ





学習中 214 51.58% 17.07% 1.16% 0.000*** 




















テストを受けた 832 名の受験者の年齢分布は、図 4.1 で示されている。15 才とその以下















                                                        
394中国の高校と大学の入試において、女性の進学率が比較的に高い。中国教育部のデータ
















学科の構成は、図 4.3 で示されている。学科で分類すると、理系の生徒は 427 名で、文
















































各問題の正解率は、図 4.7 で示されている。全体的に見ると、問 1 の 15％の正解率から、
















第 3 章の表 36 で既に考察したように、中国の高校における経済の教科書において、「機会
費用」に関する内容がないことが考えられる。 
 
                                                        
395 それぞれの問題の詳しい選択率と正解率は、「資料 5」を参照すること。 















































































題である。従って、正解は③である。問 1・問 2・問 3 は、すべて「希少性」に関する問題

















































































③ 企業の投資水準の低下 (18%) 
④ 消費者の支出額の減少 (21%) 









































③ 関税はある集団に利益をもたらす一方で、他の集団には負担を課す (41%) 
④ 関税はその国でもっとも効率的な産業の成長を促す (29%) 






















④ 労働・資本・天然資源量の質と量 (41%) 















問 42.もしあなたの年収が 50％増加する一方で、あなたが購入するものの価格が 100％
上昇したとすると、あなたの 
















































































































 調査の結果を示す記述統計量と差の検定は、表 43 でまとめている。 
 






差 U 検定（有意確率） 
相関分析 
Kendallのﾀｳb 
全体 832 56.7% 16.1% / / 
性別 男子 331 55.2% 17.1% 0.022* / 
女子 484 57.8% 15.4% 
年齢 
15 歳以
下 140 50.4% 17.7% 
/ 0.186** 16 歳 279 54.2% 15.9% 
17 歳 229 60.8% 15.2% 
18 以上 102 61.4% 13.5% 
学年 
1 年 214 51.5% 17.0% 
/ 0.197** 2 年 396 56.0% 16.0% 
3 年 222 62.9% 13.3% 
学科 文系 261 59.6% 16.0% 0.000*** / 
理系 427 56.6% 15.6% 
クラス属
性 
一般 285 50.1% 15.7% 0.000*** / 
上級 547 60.1% 15.3% 
地域 都市 695 58.1% 16.4% 0.000*** / 
農村 137 49.3% 12.5% 









る。表 43 の学科の項目を見ると、文系の平均正解率が理系よりやや高く、且つ 0.1%有意の結
果となっている。中国の高校で文系を学ぶ女性が男性より多いので、今回の調査では文系の女
性の割合は約 72%である。以上の理由で、今回の調査で女性の平均正解率が男性よりやや高い
                                                        















表 44 親の学歴と平均正解率の関係の検定 
分類 度数 平均正解率 標準偏差 分散分析(F 値) 多重比較 
父の学歴 
高校以下 428 55.5% 16.3% 
5.344** 
大卒 -5.5%* 
高卒 196 58.5% 15.1% - 
大卒 91 61.0% 16.3% 高校以下 5.5%* 
大卒以上 7 70.4% 15.4% - 
母の学歴 
高校以下 471 56.2% 16.3% 
6.695*** 
大卒 -8.3%* 
高卒 165 56.9% 15.5% 大卒 -7.6%* 
大卒 77 64.5% 15.1% 高校以下 8.3%* 
高卒 7.6%* 
大卒以上 4 68.8% 13.2% - 


























表 45 自己評価項目と平均正解率の相関分析 









ィア 教員 家族 友人 成績 
 
正解率 1.000 .127** .162** .285** .310** .206** .145** .228** .203** 
経済学 .127** 1.000 .499** .302** .285** .102** .125** .193** .110** 
現実経済 .162** .499** 1.000 .402** .360** .103** .184** .269** .092** 
伝統メディ
ア .285
** .302** .402** 1.000 .650** .272** .321** .421** .139** 
ニューメデ
ィア .310
** .285** .360** .650** 1.000 .286** .298** .389** .201** 
教員 .206** .102** .103** .272** .286** 1.000 .348** .372** .157** 
家族 .145** .125** .184** .321** .298** .348** 1.000 .361** .095** 
友人 .228** .193** .269** .421** .389** .372** .361** 1.000 .115** 
成績 .203** .110** .092** .139** .201** .157** .095** .115** 1.000 























1 2 3 1 2 3 
現実経済 .755 -.151 -.047 .903 -.181 -.056 
経済学 .513 -.120 .039 .739 -.173 .057 
伝統メディア .589 .201 -.018 .704 .240 -.021 
ニューメディア .613 .202 .074 .681 .224 .082 
教員 -.186 .792 .093 -.203 .867 .102 
家族 -.055 .797 -.076 -.058 .842 -.080 
友人 .236 .541 -.048 .265 .608 -.054 
成績 .028 -.010 1.050 .027 -.009 .992 











女性ダミー（女性を 1、男性を 0 にする。） 
農村ダミー（農村を 1、都市を 0 にする。） 
文系ダミー（文系を 1、理系を 0 にする。） 
クラスダミー（上級クラスを 1、一般クラスを 0 にする。） 
経済学習ダミー（経済学習済みを 1、経済学習中を 0 にする。） 
親学歴ダミー（父、母の学歴のどちらかが大卒と大卒以上のサンプルを 1、それ以外
を 0 にする。） 
 経済関心（主成分 1 の得点を変数にする。） 
周囲の人（主成分 2 の得点を変数にする。） 




TEL4 の正解率 ＝ 定数項 ＋ 係数 Ai＊「属性項目」＋ 係数 B＊「経済関心」＋ 係数
C＊「周囲の人」＋ 係数 D＊「学力」＋ 誤差 
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重回帰分析の推定結果は表 47 で示されている。 
 









B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
(定数) 21.002 9.762  2.151 .032   
経済関心 
(主成分1) 3.111 .531 .192 5.863 .000 .750 1.334 
クラスダミー 7.443 .987 .218 7.541 .000 .961 1.041 
学力(主成分3) 3.353 .473 .207 7.083 .000 .942 1.062 
年齢 1.732 .618 .096 2.803 .005 .693 1.443 
農村ダミー -8.127 1.317 -.186 -6.169 .000 .883 1.132 
周囲の人 
(主成分2) 2.358 .533 .146 4.420 .000 .742 1.348 
経済学習ダミ
ー 5.083 1.291 .137 3.938 .000 .662 1.510 
 女性ダミー / / .026a .904 .366 .948 1.054 
 親学歴ダミー / / .027a .749 .454 .642 1.557 
 文系ダミー / / .037a 1.282 .200 .943 1.060 
注a：ステップワイズ法に基づき、女性ダミー、親学歴ダミー、文系ダミーが除外されて
いる。この3つの変数の係数は入力されたときの標準回帰係数である。 
注b：R^2（調整済み）=0.336( 0.330)  F =59.58*** 
出所：SPSS22 の計算より筆者が作成。 
 
サンプル数は 832 で、9 つの変数を投入したが、ステップワイズ法に基づいて 3 つの変数


















 本研究の仮説について、仮説 1 の中国の高校における経済教育の効果は、経済学習ダミ
ーに対する検定によって、有意且つプラスの影響が検証された。仮説 2 の学校の地域に関
する変数、農村ダミーに対する検定によって、有意且つマイナスの影響が検証された。仮
















































































 4.1 経済知識と経済観点 
 






ストの参加者達の平均年齢は 45 歳前後、彼らが高校で経済を学んだのは、ほぼ 30 年前の
1960 年代である。その時は『タスク・フォース・リポート』が発表されたばかりで、「フ
















                                                        
404 Walstad(1997), Walstad&Rebeck(2002). 









経済リテラシーを測るために、TEL4（Test of Economic Literacy Fourth Edition）を用いて、
2015 年～2017 年に中国の西南地方の高等学校 8 校、計 832 名を対象に経済リテラシーテス






述統計表は、表 48 で示されている。 
「爆買い」とは、この数年間で起きた、中国人による日本での「爆買い」現象に対する











「日本企業」は、日本企業の中国への進出に対する評価である。1 のよい評価から 5 の






「韓国貿易」は、韓国との貿易関係に対する評価である。同じく 1 のよい評価から 5 の
















表 48 テスト正解率と貿易関係の態度の記述統計表 
態
度 





































１ 48.8 98 11.8 62.5 67 8.1 52.8 101 12.2 57.4 175 21.1 59.0 305 36.7 59.2 408 49.1 
２ 51.8 111 13.4 61.8 211 25.4 59.9 328 39.5 59.1 343 41.3 59.2 277 33.3 56.8 237 28.5 
３ 59.6 331 39.8 57.7 323 38.9 57.3 290 34.9 54.8 237 28.5 53.6 175 21.1 53.4 137 16.5 
４ 58.4 241 29.0 50.0 151 18.2 48.9 100 12.0 49.1 60 7.2 44.7 63 7.6 39.1 38 4.6 


















表 49 「爆買い」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
爆買い 分散分析（F値） 多重比較 
平均正解
率 度数 割合 
F(4,821)=12.32*** 
態度 平均差 
１ 48.8 98 11.8 <3 -10.7%* <4 -9.6%* 
２ 51.8 111 13.4 <3 -7.7%* <4 -6.7%* 
３ 59.6 331 39.8 
 ４ 58.4 241 29.0 
５ 55.0 50 6.0 
注：*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 
出典：SPSS22 の計算より筆者が作成。 
 
表 50 「日本製品」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
日本製品 分散分析（F値） 多重比較 
平均正解
率 度数 割合 
F(4,821)=24.72*** 
態度 平均差 
１ 62.5 67 8.1 >4 12.5%* >5 16.5%* 




３ 57.7 323 38.9 >4 7.7%* >5 11.7%* 
４ 50.0 151 18.2 
 
５ 46.3 79 9.5 











表 51 「日本企業」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
日本企業 分散分析（F値） 多重比較 
平均正
解率 度数 割合 
F(4,821)=12.245*** 
態度 平均差 
１ 52.8 101 12.2 <2 -7.2%* 
２ 59.9 328 39.5 >4 11.1%* 
３ 57.3 290 34.9 >4 8.4%* 
４ 48.9 100 12.0     
５ 48.8 12 1.4     
























表 52 「韓国貿易」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
韓国貿易 分散分析（F値） 多重比較 
平均正
解率 度数 割合 
F(4,821)=6.672*** 
態度 平均差 
１ 57.4 175 21.1 >4 8.4%* 
２ 59.1 343 41.3 >3 4.4%* >4 10%* 
３ 54.8 237 28.5 
 ４ 49.1 60 7.2 
５ 52.5 16 1.9 
注：*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 
出典：SPSS22 の計算より筆者が作成。 
 
表 53 「東南アジア貿易」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
東南アジア貿易 分散分析（F値） 多重比較 
平均正
解率 度数 割合 
F(4,821)=15.672*** 
態度 平均差 








３ 53.6 175 21.1 >4 8.7%* 
 ４ 44.7 63 7.6 
５ 45.8 11 1.3 





表 54 「台湾貿易」と平均正解率の一元配置分散分析 
態度 
台湾貿易 分散分析（F値） 多重比較 
平均正
解率 度数 割合 
F(4,821)=16.3*** 
態度 平均差 
１ 59.2 408 49.1 >3 5.8%* >4 20.1%* 
２ 56.8 237 28.5 >4 17.5%* 
３ 53.4 137 16.5 >4 14.2%* 
４ 39.1 38 4.6 <5 -19.4%* 
５ 58.5 11 1.3  
























第 5 章 終章 
 
第 1 節 歴史研究の視点から 
 
第 2 章において、中国の高等学校における経済教育の歴史を考察した。中国の高等学校
における経済教育の発展は、主に以下の 5 つの時期に区分できると主張する。 






















































































第 2 節 国際比較研究の視点から 
 









































第 3 節 実証研究の視点から 
 

















































































第5、 独立した「経済的な見方と考え方」を教える選択科目の開設を検討することであ  
る。 







































 一  幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培
うと共に、健やかな身体を養うこと。  
 二  個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を
養うと共に、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。  
 三  正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずると共に、公共の精神に基づ
き、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。  
 四  生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。  



































 第２款 各科目 
 第１ 現代社会 




 第３ 政治・経済 




 ２ 内容 





















CEE(2010)Voluntary National Content Standards in Economics-2nd Edition から要約 
 


















































































































































































































































































































































































































































5000 元以下 3% 
5001~8000 元以内 10% 
8001~12500 元以内 20% 
12501~38500 元以内 25% 
38501~58500 元以内 30% 
58501~83500 元以内 35% 






















































































































































姓名：           学校名：             学号：            年龄：            班级： 
1．性别：①男 ②女 
2．民族：①汉族 ②少数民族 
3．你的父母的职业：父亲                    母亲                  
4．你的父亲的学历：①高中以下 ②高中毕业 ③大学毕业 ④大学以上 ⑤不清楚 
5．你的母亲的学历：①高中以下 ②高中毕业 ③大学毕业 ④大学以上 ⑤不清楚 
6．是否分科：①文科 ②理科 ③没有分科 
7．所在班级属性：①普通班级 ②重点班级（重点班，火箭班，试验班等） 
8．所在班级的人数：             
9．你在小学，初中阶段有学习过经济知识吗？①小学有过  ②初中有过  ③都没有  ④都有 
10．你是否已经学习了以下思政科目：①经济生活  ②经济学常识  ③都学过  ④都没学过 
11．你是否读过课外的经济学教科书，如果有，请写下书名                                
12．你喜欢经济学吗？ ①非常喜欢  ②有点喜欢  ③中立  ④有点讨厌  ⑤非常讨厌 
13．你对现实的经济（中国的经济、企业、消费者或政府相关事情）感兴趣吗？  
① 非常感兴趣   ②有点感兴趣   ③中立   ④几乎不感兴趣   ⑤完全不感兴趣 
14．你会通过阅读报刊，杂志，或者电视新闻关注时事政治经济，新闻吗？ 
① 非常频繁    ②有时会     ③偶尔会     ④几乎不     ⑤完全不 
15．你会通过电脑，手机上网关注时事政治经济，新闻吗？ 
①非常频繁    ②有时会     ③偶尔会     ④几乎不     ⑤完全不 
16．你的班主任老师或者其他科目老师会和你们讨论时政或者经济话题吗？ 
①非常频繁    ②有时会     ③偶尔会     ④几乎不     ⑤完全不 
17．你的父母或者其他亲人会和你们讨论时政或者经济话题吗？ 
①非常频繁    ②有时会     ③偶尔会     ④几乎不     ⑤完全不 
18．你会和你的同学，朋友讨论时政或者经济话题吗？ 
①非常频繁    ②有时会     ③偶尔会     ④几乎不     ⑤完全不 
19．你的各科目综合成绩在你所在的班级里排名 





1 2 3 4 5 
6 7 8 9 10 
11 12 13 14 15 
16 17 18 19 20 
21 22 23 24 25 
26 27 28 29 30 
31 32 33 34 35 
36 37 38 39 40 
41 42 43 44 45 
46 47 48 49 50 

































1 2 3 4 1 2 3 4 
1 4 15 33% 23% 28% 15% 24 4 33 17% 19% 31% 33% 
2 2 43 25% 43% 12% 19% 25 3 59 11% 14% 59% 16% 
3 3 47 11% 7% 47% 34% 26 2 71 10% 71% 11% 8% 
4 4 53 8% 19% 19% 53% 27 1 53 53% 8% 18% 21% 
5 2 51 9% 51% 27% 12% 28 2 61 13% 61% 12% 13% 
6 3 49 7% 28% 49% 17% 29 4 65 9% 13% 13% 65% 
7 1 74 74% 5% 4% 18% 30 3 50 17% 8% 50% 24% 
8 3 73 11% 8% 73% 9% 31 1 39 39% 13% 19% 29% 
9 1 67 67% 7% 19% 7% 32 2 58 20% 58% 14% 9% 
10 3 59 10% 15% 59% 16% 33 3 49 11% 24% 49% 16% 
11 2 56 18% 56% 18% 8% 34 2 57 6% 57% 28% 9% 
12 1 46 46% 29% 7% 18% 35 3 41 16% 14% 41% 29% 
13 1 57 57% 9% 13% 20% 36 4 51 21% 13% 14% 51% 
14 2 73 9% 73% 12% 7% 37 1 33 33% 19% 37% 11% 
15 1 66 66% 11% 15% 8% 38 3 57 16% 14% 57% 12% 
16 2 77 12% 77% 4% 7% 39 4 41 17% 21% 20% 41% 
17 1 67 67% 9% 14% 10% 40 3 53 15% 18% 53% 15% 
18 2 32 6% 32% 16% 46% 41 3 46 18% 19% 46% 17% 
19 4 63 8% 10% 18% 63% 42 2 44 19% 44% 16% 21% 
20 1 64 64% 10% 21% 5% 43 4 61 15% 13% 11% 61% 
21 4 47 35% 8% 9% 47% 44 4 56 13% 12% 19% 56% 
22 3 67 8% 18% 67% 7% 45 1 32 32% 21% 20% 27% 

















率 1 2 3 4 
1 4 34.7 24.4 25.7 14.7 34.7 24 4 18.4 27.6 20.2 32.7 18.4 
2 2 27.6 40.2 27.6 7.4  24.5 25 3 63.7 18.8 10.3 63.7 6.5  
3 3 58.8 9.1  14.2 58.8 17.4 26 2 55.6 14.1 55.6 19.9 9.6  
4 4 38.4 15.9 10.3 34.7 38.4 27 1 45.7 45.7 9.9  22.1 21.2 
5 2 63.6 13.3 63.6 12.0 10.3 28 2 76.7 9.3  76.7 8.2  4.5  
6 3 50.7 20.9 19.8 50.7 8.2  29 4 64.4 5.3  17.7 11.3 64.4 
7 1 50.4  50.4 6.4  11.0  31.9 30 3 38.5 34.1 14.1 38.5 11.9 
8 3 68.4 9.5  12.3 68.4 9.2  31 1 65.6 65.6 10.4 11.0 11.3 
9 1 44.0  44.0 44.4 7.3  3.8  32 2 50.5 31.0 50.5 8.7  8.5  
10 3 68.3 10.6 10.5 68.3 9.6  33 3 26.6 27.8 33.9 26.6 10.3 
11 2 47.5 13.4 47.5 17.8 20.7 34 2 82.1 4.1  82.1 7.3  5.2  
12 1 39.3 39.3 27.9 6.0  25.9 35 3 42.8 15.3 9.9  42.8 30.5 
13 1 78.6 78.6 6.2  5.0  9.6  36 4 34.6 16.9 21.4 25.5 34.6 
14 2 68.7 11.3  68.7 11.3  8.1  37 1 66.9 66.9 17.4 9.6  4.8  
15 1 66.1 66.1 3.2  24.3 5.7  38 3 70.9 5.2  14.9 70.9 7.9  
16 2 74.7 12.0 74.7 5.5  7.3  39 4 43.7 18.2 23.8 12.8 43.7 
17 1 74.7 74.7 10.3 9.5  5.1  40 3 52.1 23.5 10.6 52.1 11.7 
18 2 51.1 3.7  51.1 24.0 20.6 41 3 40.7 13.7 17.6 40.7 26.5 
19 4 66.6 6.6  10.6 15.5 66.6 42 2 61.1 10.6 61.1 16.0 10.6 
20 1 52.2 52.2 9.1  29.3 8.5  43 4 64.2 14.6 12.6 6.9  64.2 
21 4 41.3 21.4 17.6 18.6 41.3 44 4 58.3 14.7 15.2 9.8  58.3 
22 3 59.9 11.9  18.2 59.9 9.1  45 1 42.3 42.3 13.9 20.6 21.0 














TEL Form A (n = 3,682) Total Sample (with and without economics) 
Item       A   B   C   D  Blank 
1    15  13  20  48* 4 
2    18  45* 20  13  5 
3    8   12  60* 15  5 
4     8    12   34   43*  4 
5     8    48*  17   20   7 
6     12   10   64*  10   4 
7     57*  8    18   12   4 
8     14   17   48*  18   4 
9     50*  39   5    4    3 
10    10   15   64*  7    5 
11    9    62*  10   11   8 
12    49*  27   9    10   6 
13    60*  13   11   13   4 
14   31   40*  17   9    4 
15    57*  11   20   9    4 
16    19   52*  11   14   4 
17    64*  12   12   9    3 
18    3    48*  31   14   3 
19    7    19   18   51*  4 
20    37*  14   19   21   9 
21    33   9    14   38*  6 
22    7    19   51*  17   6 
23    13   16   7    60*  4 
24    21   21   21   30*  7 
25    17   10   58*  12   3 
26    5   72*  14   6    4 
27    43*  11   17   23   6 
28    14   59*  13   9    5 
29    4    30   11   53*  2 
30    10   13   61*  12   4 
31    47*  12   15   21   6 
32    27   42*  9    16   7 
33    33   14   39*  8    6 
34    9    56*  25   5    5 
35    20   9    46*  17   8 
36    17   16   15   48*  4 
37    56*  22   14   4    5 
38    12   17   51*  17   4 
39    15   19   14   48*  4 
40    11   8    64*  12   4 
41    13   14   55*  15   3 
42    10   59*  13   13   4 
43    18   8    6    65*  3 
44    8    22   11   56*  4 
45    29*  29   16   18   9 
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